様式第１号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
                                    申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（職名及び氏名）
　　　　　                                      電話番号
                                    連絡担当者
　　　　　                                      ＦＡＸ番号
　　　　　                                      Ｅ－ｍａｉｌ
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付申請書
  補助金等交付規則第４条の規定により、下記のとおり　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金の交付を申請します。
記
１　補助事業の区分　　　研究開発枠　　　／　　　ＦＳ（可能性試験研究）枠
２  補助事業の目的及び内容
　　別紙１補助事業計画書及び別紙２補助事業に係る内容説明書のとおり
３  補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　補助事業に要する経費                  円
　　補助金交付申請額                  円
４　補助事業完了予定期日
　　　　　年　　月　　日
（備考）　次の算式を明記すること。
　　　　　　補助金所要額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
別紙１
補　助　事　業　計　画　書
	 研究開発題目
	

	 申　　請　　者
	 　電話（　　　　　　　）
	 資本金
 出資金
	   　　　　千円
	 従業員
	 　　人

	 研究開発の
 実　施　場　所
	 ２か所以上に分かれるときは、いずれも記載し、主たる実施場所を明ら
 かにすること。

	 研究開発の目的
	

	 成果の企業化又
 は適用の効果
	 できるだけ具体的数字によって記載すること。

	 研究開発期間
	 開始予定　　　　年　　月　　日
 完了予定　　　　年　　月　　日

	 研究開発に要す
 る経費
	 総額　　　　　　　　円（補助金交付申請額　　　　　　　　円）


別紙２
補  助  事  業  に  係  る  内  容  説  明  書
１  申請者の概要
　⑴　事業の内容　　〔営んでいる主な事業及び生産品目名、年間生産額等を記載するこ
と。〕※　パンフレットの添付によって代替することもできる。
　⑵　現有施設
    ア  土    地　　〔２以上にわたる場合は、所在地別に面積を記載すること。〕
    イ  建    物　　〔主たる事務所、工場その他の区分により、建物の種類別に床面積を記
載すること。〕
    ウ  主要設備　　〔主要設備別にその名称、数及び用途を次の様式にそって記載するこ
と。〕※　固定資産台帳の写しを添付することによって代替することもできる。
	
	 機械又は装置
	 　数
	 用　　　　　　　　　途
	 備　　　　　　　　考

	
	
	
	
	


　⑶　略　歴　等　　〔補助事業者の要件を満たすことが分かる事項を記載すること。〕※　
パンフレット等の添付によって代替することもできる。
２  研究開発の概要
　⑴　主任研究者の氏名及び略歴並びに研究開発に従事する人員数
　⑵　他からの指導者又は協力者
　　　〔公設試験研究機関等他からの指導者又は協力者がある場合は、その所属、氏名及び職
名並びに指導又は協力を受ける事項を記載すること。〕
　⑶　研究開発の必要な理由
    　〔この研究開発と類似する内外の技術等との相違点を含めて記載すること。当該研究開
発に関連する発明について特許を受け、又は受けようとしている場合は、別紙３により所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付すること。〕
　⑷　研究開発の内容及び規模（試作機械又は試作品の仕様書、図面（三面図、見取図等）を
必ず添付すること。）
    ア  現在まで行われている基礎となる研究（導入技術を含む。）
    　　〔研究の項目、期間、実施場所、所要経費、担当者及び成果について記載すること。
導入技術については、当該技術に関する産業財産権その他の権利についても記載すること。〕
    イ  今後行おうとする研究開発の規模及び方法
    　　〔この研究開発に使用しようとする設備、材料等を明らかにするとともに、研究開発
の方法、日程、成果の目標、内容等を詳細に記載すること。また、どの程度の規模で行うか、試作品をどれだけの数量の製作をするか、その規模又は数量を選んだ理由等について記載すること。〕
    ウ  研究開発の委託の必要性等（団体が構成員に委託する場合のみ記入）
  　　　〔研究開発の委託を行う団体は、全体計画の中での委託研究の位置付け及び委託の必
要性を記載すること。別添として研究開発委託先の概要、構成員であることの証明書等を添付すること。〕

　⑸　研究開発の資金計画
  　ア  資金調達内訳
	
	 区　　　　　　　分
	 金　　　　　　　　額（円）
	 資　金　の　調　達　先
	

	
	 自己資金
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 借　　　入　　　金
	
	
	

	
	 補　　　助　　　金
	
	
	

	
	 そ　　　の　　　他
	
	
	

	
	 合　　　　　　　計
	（注１）
	
	


　　　イ (ア)　資   金   支   出   内   訳（　研　究　開　発　枠　）
	
	 経費区分
	 （注２）
 種　　別
	 （注３）
 仕　　様
	 （注４）
 単　　位
	 数　　量
	 単　　価
 　（円）
	 （注５）
研  究  開  発 に 要 す る 全   経    費
 　　　（円）
	 （注６）
 補  助  事 業 

  に  要 す る 

経   費
 　　　（円）
	 （注７）
  補   助   金 

交         付 

申  請   額
 　　　（円）
	 備　　考

	
	 原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 （注８）
 構築物費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 （注８）
 機械装置及び
 工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 （注９）
 技術指導
 受入れ費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合　　計
	
	
	
	
	 （注１）
	
	
	


　　　イ(イ)　資   金   支   出   内   訳（　Ｆ Ｓ 枠  ）
	
	 経費区分
	 （注２）
 種　　別
	 （注３）
 仕　　様
	 （注４）
 単　　位
	 数　　量
	 単　　価
 　（円）
	 （注５）
研  究  開  発 に 要 す る 全   経    費
 　　　（円）
	 （注６）
 補  助  事 業 

  に  要 す る 

経   費
 　　　（円）
	 （注７）
  補   助   金 

交         付 

申  請   額
 　　　（円）
	 備　　考

	
	(注９）
 技術指導
 受入れ費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 謝金・旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 研究会経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合　　計
	
	
	
	
	 （注１）
	
	
	


　　ウ　補助事業の経理担当者名
３  補助金の交付を受けた実績
    〔この研究開発に関連して過去５年間に交付を受けた、又は現在交付を受けている、若し
くは申請中の他の補助金があれば、その名称、交付者、金額及び交付年月日を記載すること。〕
　（注）
　１　資金調達の合計額と研究開発に要する全経費の合計額とが一致するように記入すること。
　２　「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。
　３　「仕様」とは、それぞれの形式、性能、構造等をいう。
　４　「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、キログラム、リットル、缶、台、件、
時間等をいう。
　５　「研究開発に要する全経費」とは、題目の研究開発において要する全ての経費をいい、
ここでは数量に単価を乗じた金額をいう。
　６　「補助事業に要する経費」とは、補助対象となる経費をいう。
　７  「補助金交付申請額」とは、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付を希望する
額で、その限度は、「補助事業に要する経費」に補助率を乗じた額になる。
　８  「構築物（研究開発用の風洞、水槽、防壁等をいう。）費」及び「機械装置及び工具器
具費」については、購入、建造若しくは製造、試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備考欄に記載すること。
　　　購入の場合は、その購入先を備考欄に記載すること。
　　　自家製造する場合は、木型、鋳型、鋼材等を原材料費に計上し、その内訳を仕様の欄に
記載すること。
　９　補助金交付申請額のうち技術指導受入れ費又は産業財産権の導入に要する経費を補助対
象として希望する者は、別紙４により所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付すること。
別紙３
特　許　取　得  計  画  書
	 発明の名称
	

	 取得に関する責任者の団体
 名、役職名及び氏名（弁理士
 の場合は登録番号及び氏名）
	

	 取得に要する経費の総額、
 支払方法及び期日
	 　　　総額　　　　　　　円
 　　　　年　　月　　日

	 取得に要する経費に係る
 補助金交付申請額
	 　　　総額　　　　　　　円

	 発明の概要
	

	発明と補助事業との
 密接な関連性に関する説明
	

	 出願（取得）済みの場合は
 登録番号及び出願（取得）日
	 登録番号
 出願（取得）日　　　　年　　月　　日


	 「特許取得計画」に係る証明
 　私は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　が特許の取得を計画している上記の発明
 について、下記の条件を満たすものであることを証明します。
 記
 　補助事業期間内に確実に出願手続が完了するものであること。
 　発明と補助事業が密接な関連性を有していること。
                                                    　　     　　年　　月　　日
 　島根県知事　　　　　　　　様
                   　　　　　　　　　　　　　登録番号
                                             氏　　名
                                     弁理士
                                             住　　所
                                             電話番号


別紙４
技　術　導　入　計　画　書
	 技術の提供者
	 住　　　所
	

	
	 氏　　　名
	

	 技術の指導者
	 住　　　所
	

	
	 氏　　　名
	 　　　　　　　　　　　　　　　　（略歴は別紙のとおり）

	 （注）
 技術の種類及び名称
	

	 契約（予定）日
	 　　　　年　　月　　日

	 契約期間
	 　　　　年　　月　　日から
 　　　　年　　月　　日まで

	 契約金額及び
 支払期間
	 　　　総額　　　　　　　円
年　　月　　日から

年　　月　　日まで

	 技術導入の方法
	

	 技術の概要
	

	 当該研究開発における
 技術導入の役割
	


　（注）　産業財産権の導入の場合は、その種類、登録年月日及び登録番号を併せて記載する
　　　　こと。
様式第２号（第６条関係）
　指令　　第　　　号
住所
氏名
　　（実施主体者の名称及び代表者の氏名）
　　　年　月　日付けで交付申請のあった　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金については、「補助金等交付規則」（昭和32年島根県規則第32号、以下「規則」という。）第５条第１項の規定により、下記のとおり交付を決定します。

　　　　　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　丸　山　達　也

記

１　補助金交付の対象となる事業は、技術開発等のための「　　　　　　　　　　　　」とし、その内容は申請書のとおりとする。

２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は次のとおりとする。ただし、補助事　業の内容が変更された場合の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、　別に通知するところによるものとする。

補助事業に要する経費　　　　　　金　　　　　　　円

補助対象経費                    金　　　　　　　円

補助金の額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

３　補助事業に要する経費の配分、この配分された経費の額に対する補助対象経費及び補助金の　額の区分は、申請書 別紙２記載の資金支出内訳の各経費区分のとおりとする。

４　補助金の額の確定は、補助対象経費の区分ごとの実支出額に補助率を乗じて得た額の合計額　とする。

５　規則第９条第１項に規定する補助事業の経費の配分又は内容を著しく変更する場合とは、次　の各号に定める場合以外の場合を言う。

 （１）経費の配分表における補助事業に要する経費の配分のうち、各区分の20％以内の変更        をする場合

 （２）経費の配分表における補助対象経費の配分のうち、各経費区分の20％以内の変更をす　　 　る場合

 （３）補助の目的及び補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲の原材料、副資材等の数量、規　　　 格の変更及び、機械等の仕様の変更、その他補助事業の細部を変更する場合

６　補助事業に係る消費税及び地方消費税相当額については、要綱の定めるところにより、消費　税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税　に係る仕入控除税額を減額することとする。

７　補助事業者は、規則その他法令の定めるところによるほか、「島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱」（以下「要綱」という。）の定めるところに従わなければならない。
様式第３号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業企業化状況等報告書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助事業に関し、　　　年度の企業化状況等について、島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱第７条第２号の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の実施結果の企業化等の有無
　⑴　補助事業の実施結果の企業化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有・無
　⑵　産業財産権の譲渡又は実施権の設定　　　　　　　　　　　　　　　　有・無
　⑶　補助事業の実施結果の他への供与（⑴及び⑵に掲げるものを除く。）　有・無
  ２　企業化等が「有」の場合                                   　　　　 （単位：円）　
	
	 事　業
 計　画
	企業等
の名称
	研究開発
に要した
全経費
	補助金
確定額
	補助事業
に係る
本年度
収益額
	控除額
	本年度ま
での補助
事業に係
る支出額
	基　準
納付額
	前年度ま
での補助
事業に係
る県への
累積納付
額
	本年度
納付額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（備考）
　１　「補助事業に係る本年度収益額」とは、補助事業の実施結果の企業化、産業財産権の譲
渡又は実施権の設定その他当該補助事業の実施結果の他への供与による収益全体をいう。
　２　「控除額」とは、研究開発に要した全経費のうち、補助事業者が自己負担によって支出
した経費の５分の１に相当する額をいう。
　３　「本年度までの補助事業に係る支出額」とは、本年度までに補助事業に要する経費とし
て支出された全ての経費（補助金及び自己負担金）をいう。
　４　｢基準納付額｣とは、補助事業に係る本年度収益額から控除額を差し引いた額に「補助金
確定額」を乗じ、「本年度までの補助事業に係る支出額」で除した額をいう。
　５　「前年度までの補助事業に係る県への累積納付額」とは、前年度までの収益に伴う納付
金の合計額をいい、補助金確定額を限度とする。
　６　「本年度納付額」とは、基準納付額とする。ただし、基準納付額及び前年度までの補助
事業に係る県への累積納付額の合計額が補助金確定額を超える場合には、補助金確定額から前年度までの補助事業に係る県への累積納付額を差し引いた残額を本年度納付額とする。
様式第４号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業産業財産権取得等届出書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助事業に関して、下記のとおり産業財産権の出願（取得・譲渡・実施権の設定）をしたので、届け出ます。
記
１  研究開発題目
２  産業財産権の種類
３　発明等の名称
４　出願（登録）年月日
５  出願（登録）番号
６　発明等の内容
７　相手先、条件及び譲渡（実施権の設定）年月日（注）
　（注）　譲渡又は実施権の設定の場合のみ記載すること。
様式第５号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業変更（中止・廃止）承認申請書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があったこの補助事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、補助金等交付規則第９条第１項の規定により承認を申請します。
記
１　変更（中止・廃止）の理由
２　変更の内容（中止の期間・廃止の時期）
　⑴　変更の内容
　　ア　事業の内容
	
	 変　更　前
	 変　更　後

	
	
	


　　イ　申請額及び経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	当初交付決定額
	変更申請額
	増減額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


　⑵　中止の期間
　⑶　廃止の時期
様式第６号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業遅延等報告書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助事業の遅延等について、補助金等交付規則第９条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１  補助事業の進ちょく状況
２  補助事業に要した経費
３  遅延等の内容及び原因
４  遅延等に対して執った措置
５　補助事業の遂行及び完了の予定
様式第７号（第９条関係）
（指令　　第　　　号）
年　　月　　日
申請者　　住　　所　
　　　　　名称及び
　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　知　　事　　名　　　　印
島根県資源循環型技術開発事業費補助事業の内容の変更承認通知書
　　　　年　　月　　日付けで申請があった上記の補助事業については、下記のとおりこれを承認します。（これに伴い、　　年　　月　　日付け指令　第　　　号による交付決定書の金額を下記のとおり変更します。）
記
　
１．承認する内容
　⑴　変更の内容
　　ア　事業の内容
	
	 変　更　前
	 変　更　後

	
	
	


イ　変更交付決定額及び経費の配分　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	当初交付決定額
	変更申請額
	変更交付決定額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


　⑵　中止の期間
　⑶　廃止の時期
様式第８号（第10条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業遂行状況報告書
（　　　年９月30日現在）
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助事業の遂行状況について、島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１  遂行状況
２  補助対象物件等の状況
	
	経 費
区 分
	種 別
	仕 様
	単 位
	数 量
	単　価
（円）
	金　額
（円）
	発　注
年月日
	入　手
年月日
	支　払
年月日
	補助金交
付決定額
 （円）
	備 考
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（備考）
１　申請書の内容説明と対照させて研究開発の経過及びその成果を簡明に記載すること。
２　研究開発の日程と実績とを比較して遅速のある場合は、その理由を記載すること。
３　自家製造の物件については、この報告書中「発注年月日」とあるのは「着手年月日」と、
「入手年月日」とあるのは「完成年月日」と読み替えること。
様式第９号（第11条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業実績報告書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助事業を　　年　　月　　日付けで完了（廃止）しましたので、補助金等交付規則第10条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　研究開発結果報告書（別紙１）
２  決算総表（別紙２）
３  収支明細書（別紙３）
４　補助事業に要した経費及び補助金額
　⑴　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　円
　⑵　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（備考）　次の算式を明記すること。
　　　　　　補助金所要額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
別紙１
研　究　開　発　結　果　報　告　書
１  研究開発の経過
　⑴　研究開発担当者
　　　〔主任研究者及び研究担当者の氏名、職名、所属及び分担した研究開発事項〕
　⑵　実施場所
　　　〔実施場所の名称、所在地及び電話番号、２以上に分かれるときはそれぞれの場所で実
施した主たる研究開発項目〕
　⑶　研究開発期間
　　　　開始　　年　　月　　日
　　　　終了　　年　　月　　日
　⑷　研究開発の日程
　　　〔研究開発の開始から完了（廃止）までの研究開発日程を研究の段階に従って記載する
こと。〕
　⑸　研究開発の実績
　　　〔申請書の内容と対応させて、研究開発のために使用した設備及び材料並びに研究開発
日程を研究の段階に従って記載すること。〕
２　研究開発期間中に産業財産権の登録の出願をしているときはその状況
３　研究開発の成果
　　〔研究開発の技術的・経済的効果、研究開発の成果を適用させるための具体的方法、適用
上の問題点等について、具体的かつ詳細に記載すること。〕
４　成果の企業化の見通し
　　〔成果を企業化する見込み及び時期、企業化の規模、量産化したときの製品の価格等につ
いて記載すること。〕
別紙２
決    算    総    表
	 経費区分
	 予　算　額　（円）
	 決　算　額　（円）
	 補助金
 充当額
 （円）
	 備　考

	
	 研究開発に
 要する全経費
	 補助事業に
 要する経費
	 研究開発に
 要した全経費
	 補助事業に
 要した経費
	
	

	 支
 出
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 合　　計
	
	
	
	
	
	

	 収
 入
	 自己資金
	
	
	
	
	
	

	
	 借入金
	
	
	
	
	
	

	
	 補助金
	
	
	
	
	
	

	
	 その他
	
	
	
	
	
	

	
	 合　　計
	
	
	
	
	
	


別紙３
収  支  明  細  書
　１　支出
	
	経費
区分
	種
別
	 単
 位
	 数
 量
	 単　価
 （円）
	 金額（円）
	 入　手
 (完成)
 年月日
	 支　払
 年月日
	 支払先
	 補助金交
 付決定額
 （円）
	 備考

	
	
	
	
	
	
	 予算額
	 決算額
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　２　収入
	
	経費
区分
	金            額（円）
	 調　達
 年月日
	 調　　　　　達　　　　　先
	 備　　　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	予　算　額
	 決　算　額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（備考）
　１　この明細書中、予算額とは申請書の内容説明書に記載したものをいい、補助事業計画
　　を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。
　２　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。
様式第10号（第12条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金概算（精算）払請求書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があったこの補助金について、概算（精算）払いを下記のとおり請求します。
記
一金　　　　　　　　　円也
　内訳　　交付決定額　　　金　　　　　　　　　円也
　　　　　概算払受領済額　　　金　　　　　　　　　円也
　　　　　今回請求額　　　金　　　　　　　　　円也
　　　　　残　　　　　額　　　金　　　　　　　　　円也
様式第11号（第13条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業財産処分承認申請書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定があつたこの補助事業について、下記の財産を処分したいので、補助金等交付規則第13条第１項の規定により承認を申請します。
記
１  処分しようとする財産の品目及び取得した年月日
２  取得価格又は増加価格
３  処分の方法
４  処分の理由
様式第12号（第14条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）　　　　　
　　　年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業に係る消費税及び
地方消費税額の額の確定に伴う報告書　　　　　　　　　　　　　　　　
　島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱第14条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金額（補助金の額の確定通知書により通知のあった額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（ア）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控
除税額（イ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　補助金返還相当額（イ）－（ア）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（備考）
１　別紙として積算の内訳を添付すること。
　　２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の消費税率及び地方消費税率相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。
